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『2011.3.11 東日本大震災と福島原子力発電所事故』
後のエネルギーをめぐる状況 

□ 原子力発電所の停止       
およそ15年間30％
を占めていた原子力
が０になった 

電気が 
足りない 

計画停電 
の可能性 

節電 2010年度 発電電力量の発電種別割合（一般電気事業用；エネルギー白書2011) 

原子力 
30.8％ 

石炭
23.8％ 

一 
般 
水 
力 

7.8％ 

LNG 
27.2％ 

石
油
等 

8.3％ 

揚水 0.9％ 
再エネ等 1.2％ 

総発電電力量 9,762 億kWh 
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『2011.3.11 東日本大震災と福島原子力発電所事故』
後のエネルギーをめぐる状況 

□ 計画停電の実施                        

東京電力のニュースリリースにより作
成。実際には市町村全体が停電し
たわけではない。また、変電所単位
で「輪番」的に行われたため、戸単
位で10日停電した例はない。 
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『2011.3.11 東日本大震災と福島原子力発電所事故』
後のエネルギーをめぐる状況 

□ 火力発電所フル稼働       

燃料輸入急増 
（全国で3兆円も！） 

故障のリスク増 

CO2の増加 
H22 H24-26平均 

火力 
67％ 

電源構成比の比較（東京電力HPより） 

水力6％ 

原子力 
27％ 

火力 
86％ 

水力 6％ 
原子力7％ 

再 
エ 
ネ 
1
％ 

H22 H24-26平均 

購入電力料 
7,035億円 

燃料費の比較（東京電力HPより） 

水力6％ 

原子力 
27％ 

原子力7％ 

購入電力料 
7,943億円 

燃料費 
1兆 

4,821億円 

燃料費 
2兆 

4,704億円 

エネルギーコスト上昇 
(電気代値上げ) 
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埼玉エコタウンプロジェクトがやろうとしていること 

従来のエネルギーシステム 

需要
側 

最大需要量 供給
側 

最大需要量にあわせて供給量を決める＝発電所をつくる 

[供給不足] 
 3.11以前の原発シェアは30％もあった 

 原発停止後、燃料輸入増大、年3兆円以上増額とも 
 CO2の増加 
 最大需要量は年の中での一瞬＝非効率性をもつシステム 

 計画停電 

供給量の確保 
＝発電所をつくることは、 

国家的課題 

需要量の削減は地方の課題 

埼玉エコタウンの基本モデルコンセプト 
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埼玉エコタウンの基本コンセプト 

需要
側 

最大需要量 

創エネ 省エネ 

＋ 創エネ・省エネの取組で 
地域を活性化 

エネルギーの地産地消を具体的に進めるモデルを全国発信 

① 既成市街地モデル 
ニュータウン開発ではなく、
人々が住み暮らす街並みをエ
コタウンに変えていくモデルに。 

② 住民視点 
開発者の視点による街づくり
ではなく、住民ニーズに基づく
住民目線のプロジェクト。 

③ 多様な事業者の参画 
特定の事業者だけでなく、多
様な民間事業者が参加する
垣根のない事業に。 

日本のどこの街でもできるものでなければならない 

S 
S 
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なので、埼玉エコタウンプロジェクトは 

千葉県柏市 柏の葉キャンパスシティ 神奈川県藤沢市 藤沢サスティナブルスマートタウン 

このような、特定企業によるスマートシティのニュー
タウン開発ではない。 
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簡単にいうと、埼玉エコタウンプロジェクトとは 

いま人が住み、暮らし、営んでいる街を 

住民参加と企業参画によって 

エコタウンに変えていこう 

というプロジェクトなのです。 

再生可能エネルギーを中心とした創エネと徹底した省エネにより
エネルギーの地産地消を具体的に進めるモデル 



現場 H24〜26 
東松山・本庄をモデル市に展開 
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既存住宅のスマートハウス化 



成果 
東松山 

市の川地区＋商店街のエコ化 

重点実施街区：市の川地区【350戸】 

 取組参加戸数 151/350（43.1%） 
 太陽光普及率 30.9%（県平均の６倍） 
 地産地消実現率 32.3% 

＝地域EMS 
周辺地域での 
市町村独自事業 
 商店街のエコ化 

• HEMS集中整備 
• 無料wifi整備 
• 太陽光発電整備
と売電益を原資に
エコポイント 

 地域EMS 
• 公共施設に太陽
光、蓄電池整備 

• 地域内のBEMS、
HEMSをITで結び
エネルギー管理 



商店街のエコ化〜東松山ECO・PO 



 地域EMS 



成果 
本庄 

四季の里＋避難所エコモデル 

重点実施街区：四季の里 【530戸】 

 取組参加戸数 236/530（44.5%） 
 太陽光普及率 10.2%（県平均の2倍） 
 省エネ設備導入 224/530（42.3%） 
 地産地消実現率 17.9% 

周辺地域での 
市町村独自事業 

 避難所エコモデル 
• 広域避難所シル
クドームをエコ化 

• 太陽光、LED、
V2H、蓄電池、
自立型街灯を整
備 

GND基金を活用、
県内48か所にモデル
を拡張 

＝エコで安心・安全 



避難所エコモデル 



創エネ・省
エネにより 
従来外部
から得て 
いた 
エネルギー
をどれだけ
減らすことが
できたかを
表す率 

全体
成果 

  

   

重点実施街区 
における 
エネルギー自給率 

重点実施街区 
における 
太陽光発電 
普及率 

▲ 22.5 
% 18.4 

% 
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